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社会福祉法人さいたま市社会福祉事業団常勤役員の報酬に関する要綱 

 

 

平成29年６月29日 

要 綱 第 ５ 号 

 

改正 平成30年２月28日要綱第７号 

平成31年２月28日要綱第２号 

令和２年３月19日要綱第３号 

令和２年11月30日要綱第２号 

令和３年11月30日要綱第１号 

 

 

 

（趣 旨） 

第１条 この要綱は、社会福祉法人さいたま市社会福祉事業団評議員及び役員の報酬等に関する規程

（平成 29 年度規程第１号。以下「規程」という。）第２条第３号に規定する常勤役員の報酬の支給

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（報酬の額） 

第２条 規程第４条に規定する報酬の額は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 理事長  月額 346,200 円 

(2) 常務理事 月額 300,000 円 

（賞与の額） 

第３条 規程第７条に規定する賞与の額は、賞与基礎額に 100 分の 105 を乗じて得た額に、基準日以

前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

割合を乗じて得た額とする。 

(1) ６箇月 100 分の 100 

(2) ５箇月以上６箇月未満 100 分の 80 

(3) ３箇月以上５箇月未満 100 分の 60 

(4) ３箇月未満 100 分の 30 

２ 前項の賞与基礎額は、それぞれの基準日現在（規程第７条第１項後段に規定する者にあっては、

退任、解任、失職又は死亡した日現在）において常勤役員が受けるべき報酬の月額に、この額に 100

分の 20 を乗じて得た額を加算した額とする。 

（端数の処理） 

第４条 常勤役員に支給する報酬の金額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てるものと

する。 

附 則 

この要綱は、平成 29 年７月 13 日から施行する。 

附 則（平成 30 年２月 28 日要綱第７号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 30 年３月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成 30 年４月 1 日か
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ら施行する。 

（適 用） 

２ 第１条の規定による改正後の社会福祉法人さいたま市社会福祉事業団常勤役員の報酬に関する要

綱の一部を改正する要綱（以下「改正後の役員報酬要綱」という。）の規定は、平成 29 年 12 月１

日から適用する。 

（賞与の内払） 

３ 改正後の役員報酬要綱の規定を適用する場合においては、第１条の規定による改正前の社会福祉

法人さいたま市社会福祉事業団常勤役員の報酬に関する要綱の規定に基づいて支給された賞与は改

正後の役員報酬要綱の規定による賞与の内払とみなす。 

附 則（平成 31 年２月 28 日要綱第２号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 31 年３月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成 31 年４月 1 日か

ら施行する。 

（適 用） 

２ 第１条の規定による改正後の社会福祉法人さいたま市社会福祉事業団常勤役員の報酬に関する要

綱の一部を改正する要綱（以下「改正後の役員報酬要綱」という。）の規定は、平成 30 年 12 月１

日から適用する。 

（賞与の内払） 

３ 改正後の役員報酬要綱の規定を適用する場合においては、第１条の規定による改正前の社会福祉

法人さいたま市社会福祉事業団常勤役員の報酬に関する要綱の規定に基づいて支給された賞与は改

正後の役員報酬要綱の規定による賞与の内払とみなす。 

附 則（令和２年３月 19 日要綱第３号） 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年 11 月 30日要綱第２号） 

この要綱は、令和２年 12 月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和３年４月 1 日から施

行する。 

附 則（令和３年 11 月 30日要綱第１号） 

この要綱は、令和３年 12 月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和４年４月 1 日から施

行する。 

 


